






























































































































































































































































項目 輸出 前年比 割合 輸入 前年比 割合
貿易総額 2492.12 127.8 100.0 2250.97 135.8 100.0
通常貿易 1051.92 132.9 42.2 1000.80 149.3 44.5
来料加工組立貿易 411.23 115.0 16.5 279.79 118.8 12.4
進料加工貿易 965.33 128.5 38.7 645.81 129.1 28.6
外資系企業が投資として輸入す
る設備等 130.94 118.3 5.8
保税倉庫の輸出入貨物 26.72 139.6 1.1 52.70 132.6 5.9




































































































































































































































品　　目 中国シェア 前年比 日本シェア 前年比
携　帯　電　話 12.9 3.1 12.5 －1.2
DVDプレーヤー 38.3 3.0 18.5 －7.6
VTR 23.2 1.5 2.5 －2.3
デスクトップバソコン 11.9 1.0 3.4 －0.1
カラーテレビ 24.6 0.5 1.3 －0.5
四　輪　車 3.6 0.4 17.6 －0.1
工　作　機　械 5.6 0.5 23.6 2.6
エチレン 6.0 － 7.6 －0.6
粗　　鋼 14.9 －0.8 12.6 0.7
二　輪　車 46.1 －1.6 10.0 －
エアコン 38.7 －0.2 18.5 －1.7









































①電機・機械 0.65 0.27 -0.01
エンジン，蒸気タービン，同部品等＊ 0.98 0.92 0.78
エアコン，冷蔵庫，ポンプ等 0.89 0.61 0.02
建機，昇降機，遠心分離機等＊ 0.93 0.88 0.64
建機，昇降機用部品等 0.76 0.52 0.30
印刷機，紡績機械，同部品等＊ 0.99 0.96 0.94
ミシン，マシニングセンター，洗濯機等 0.83 0.72 0.44
研削盤，鍛造機，同部品等＊ 0.86 0.71 0.75
電卓，パソコン，同部品等 0.66 0.20 -0.22
金型，バルブ，ベアリング，変速機等＊ 0.68 0.64 0.43
変圧器，電動機，発電機，蓄電池等 -0.19 -0.31 -0.32
湯沸器，電話用機器，マイク等 0.22 -0.11 -0.46
テレビ，ビデオ，同部品等 0.81 -0.19 -0.42
スイッチ，コンデンサー，PCB等 0.55 0.33 0.18
IC，電子部品，電線等 0.55 0.31 0.29
②輸送機器 0.91 0.49 0.30
コンテナ，機関車，車両，同部品等+ 0.82 -0.57 -0.76
自動車，トラクター，同部品等＊ 0.97 0.84 0.75
自転車，モーターサイクル，同部品等+ 0.75 -0.13 -0.80
航空機，落下傘，同部品等 0.86 -0.73 -0.04
船舶，浮き構造物等 0.45 -0.25 -0.41
③光学・精密機器 0.49 -0.07 -0.02
複写機，カメラ，光ファイバー，レンズ等 0.47 -0.27 -0.25
液贔デバイス，レーザー，医療用機器等 0.81 0.08 0.18
放射線機器，物理・化学分析機器等＊ 0.88 0.65 0.49
測定機器，検査機器，オシロスコープ等＊ 0.88 0.83 0.74
腕時計，時計，ムーブメント（完成品）等+ －0.90 -0.91 -0.81
ムーブメント（部分品），時計用部品等 0.10 -0.36 -0.43


























年 1985 1990 1995 2000 2001
対 中 国
鉄 鋼 0.99 0.50 0.33 0.55 0.67
自 動 車 0.99 1.00 0.99 0.99 0.99
事 務 用 機 器 0.99 0.40 -0.10 -0.45 -0.55
音 響 映 像 機 器 0.99 0.67 -0.06 -0.92 -0.93
半導体電子部品 0.99 0.94 0.73 0.60 0.62
家庭用電気機器 0.99 0.29 -0.30 -0.87 -0.90
対 世 界
鉄 鋼 0.80 0.46 0.50 0.60 0.66
自 動 車 0.96 0.77 0.67 0.80 0.80
事 務 用 機 器 0.66 0.59 0.32 0.03 0.01
音 響 映 像 機 器 0.96 0.86 0.52 0.38 0.24
半導体電子部品 0.64 0.60 0.53 0.36 0.31



































































1位 2位 3位 4位 5位 6位 7位 8位 9位 10位
純 平 ソニー 創維 王牌 海信 長虹 康佳 海爾 東芝 松下 PHI
占 有 率 13.43 11.54 9.55 8.73 8.68 8.48 6.8 6.5 5.48 	5.26
投　 影 東芝 LG ソニー 三星 長虹 松下 日立 PHI 王牌 康佳
占 有 率 15.03 14.97 12.39 11.26 10.98 9.62 9.39 5.4 4.09 1.39
プラズマ 松下 LG SVA 王牌 海信 創維 三星 PHI 海爾 日立
占 有 率 37.25 20.74 13.07 8.1 4.47 2.69 2.01 1.65 0.78 0.74
液　 晶 夏普 SVA LG 康佳 厦華 創維 海信 三星 海爾 西湖






































































































































食 料 品 43.8 47.9 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 13.7
繊 維・ 紡 績 65.4 34.6 国内市場価格・売上低下	 53.8
ア パ レ ル 81.8 9.1 国内市場価格・売上低下	 54.5
パ ル プ・ 紙 62.5 31.3 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 43.8
化 学 44.7 51.1 ASEAN市場で競合	 16.0
医薬品・化粧品 31.3 65.6 欧米市場で競合	 15.6
ゴ ム 製 品 55.6 38.9 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 27.8
窯 業・ 土 石 55.2 44.8 国内での日本企業と競合	 24.1
鉄 鋼 64.3 35.7 競合しているが国内市場での自社のシェアや売上に影響するほどではない	 28.6
金 属 製 品 59.2 38.0 国内での日本企業と競合	 22.5
非 鉄 金 属 80.0 20.0 国内での日本企業と競合	 40.0
一 般 機 械 55.9 42.4 ASEAN市場で競合	 30.5
電 気・ 電 子 56.0 44.0 ASEAN市場で競合	 21.3
電 子 部 品 67.4 28.3 国内での日本企業と競合	 37.0
自 動 車 部 品 52.6 42.1 ASEAN市場で競合	 31.6
そ の 他 輸 送 38.5 38.5 ASEAN市場で競合	 23.1
精 密 機 器 44.8 53.4 ASEAN市場で競合	 17.2
家 具・ 建 材 81.8 15.2 国内市場価格・売上低下	 30.3
卸 売 65.5 31.0 国内市場価格・売上低下	 39.7
小 売 75.0 18.8 国内市場価格・売上低下	 56.3
商 社 43.1 47.7 国内市場価格・売上低下	 19.9
そ の 他 52.9 43.6 国内市場価格・売上低下	 21.4
全 体 50.1 45.1 国内市場価格・売上低下	 32.3
出所　日本貿易振興会編『2001年版ジェトロ貿易白書：世界と日本の貿易』2001年，86頁。
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制のシフトを行う」（23.3％）を大きく上回った。ここからは日本企業の生産性の向上に意
欲がうかがえる。中国企業と一定の競合関係が刺激となって，日本企業の比較優位が持続
する可能性もあろう。
中国と日本の経済規模を考えると，2000年前後日本の中国からの輸入額は日本のGDP
の1％程度であり，中国からの輸入が日本経済に及ぼす影響は限定的であるといえる。ま
た，ASEANや欧米での競合が日本企業を含めた多国籍企業の産業内貿易につながってい
る点にも注目したい。中国の輸出の半分程度が，外資企業によって行われていることも無
視できない。
日中企業間に一定の競合関係があるものの，中国の比較優位はいまだ豊富な労働力にあ
り，技術力に比較優位を持つ日本とは対照的になっている。2000年前後日中関係は競合的
というよりも補完関係にある。例えば米国の日本と中国からの輸入をみると，2002年には，
日本と中国が競合している品目は16％に過ぎず，補完している部分が84％を占める（37）。
中国の組立加工産業は大きく伸びているものの，部品・材料を輸入に依存して生産する
製品では，付加価値の多くが中国の外で加えられている。また，技術集約型産業では，まだ
先進国のレベルには達していないものの，外資企業の大量投資により，技術，設備，製品，
経営管理の面で中国企業の水準は急速に向上している。2000年前後中国製造業は工場現場
レベルでの強さで，デザイン，マーケティング，商品企画，研究開発，人材管理も含めた製
造に優れているわけではない。世界で通用する自前の技術も，ブランドも持っていない上
に，資金や人材，経営管理ほとんどの面で外国企業に劣っているため，中国企業は，依然と
して輸出競争力を安い労働力に求めざるを得ない。このような現状を打破するためには，
日中両国が比較優位にもとづいた補完的な貿易関係を発展させることが重要である。
	 （2015.1.22受稿，2015.3.6受理）
（37）　	内閣府経済社会総合研究所・新世紀における中国と国際経済に関する研究会編『新世紀における中国と国際
経済に関する研究会報告書』www.esri.go.jp/jp/archive/nou/nou010/nou007.html　を参照。
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〔抄　録〕
本論文は2000年前後の日中両国経済貿易構造を検討し，各自の優位性を比較してその
相互補完性と競合性を分析した。比較優位構造は一定期間の経済貿易の状況，ある産業ま
たはある商品を比べて分析した結果である。時の流れに伴い，比較優位構造の変化も注目
される。中国の改革開放政策の推進及び日本経済構造改革の遅れに伴って，十数年前の両
国経済貿易の相互依存関係は今，段々と日本の経済貿易は中国に依存するという構造に変
化している。本論文は2000年前後日中農業，化学製品，機械，繊維，鉄鋼及びほかの産業
の比較優位度の変化を分析して，その変化の要因を解明した。
